
事業番号 - - -

（ ）

　我が国の経済安全保障をめぐる動向やサイバー空間における動向、国際テロ、我が国周辺情勢など、我が国を取り巻く内外の情勢は日々めまぐるしく変化してい
るところ、これらへの対応が政府の重要な政策課題となる中、政府の情報関心の高まりに適切に対応するため、情報収集・分析の充実強化が喫緊の課題となって
いる。

令和6年度要求

-

-

-

781

(目)

(目)

106

　

　

　

(目)

4 4

134

団体等調査業務庁費

団体等調査旅費

諸謝金

参考人等旅費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額の
割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
107%

主な増減理由（・要望額・予備費）

121%

令和6年度要求

事業概要URL
-

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 442

642

100%

1

執行率（％）
=(G)/(F)

89% 92% 100%

破壊的団体等調査費

(目)

2023 法務 22 0024

法務省

政策
破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保を図るため
の業務の実施（Ⅱ-8）

事業の目的
（5行程度以内）

　破壊的団体の規制に関する調査及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査等を通じて収集・分析した情報を、これら団体に対する規制業務等
に反映するとともに、政府・関係機関及び国民に適時適切に提供し、公共の安全の確保を図ることを目的としている。

総務部総務課
総務課長
吉田　純平

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

破壊活動防止法　第27条
無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律  第29条

関係する
計画、通知等

カウンターインテリジェンス機能の強化に関する基本方針
官邸における情報機能の強化の方針
サイバーセキュリティ2022
「世界一安全な日本」創造戦略2022
国家安全保障戦略

事業名
破壊的団体等の規制に関する調査等を通じた公共の安全の確保を図るため
の業務の実施

担当部局庁 公安調査庁 作成責任者

事業開始年度

施策
破壊的団体及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査等（Ⅱ
-8-（１））

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.moj.go.jp/content/001370470.pdf

-

昭和27年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) 248 27 110

77

77

令和5年度第1次補正予算

781

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 428 483 429 442 781

296 155 -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　破壊活動防止法（以下「破防法」という。）の規定による破壊的団体の規制に関する調査及び無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（以下「団体
規制法」という。）の規定による無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する調査等を行い、収集・分析した情報によって、これら団体に対する規制処分の請
求の要否の判断等を適切に行うとともに、内閣の情報機能の強化、危機管理、政府の重要施策の推進等に貢献するため、政府・関係機関及び国民に適時適切に
情報提供する。

実施方法 直接実施

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 725 615 539

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

817 665 539 519

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 155 - - -

331

1

重要政策推進枠：262
・旅費の計画・員数・単価の見直しや調査用器材の数量の見直し等に伴
う減
・調査用器材の新規整備や一部旅費の新設等に伴う増



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

　破防法及び団体規制法に規定する調査等を実施した結果、当該団体に規制処分の請求の必要性が認められれば、当庁長官から公安審査委員会に対して規制
処分の請求を行うこととなるが、一方で、上記の調査等を実施した結果、必要性が認められない場合もあるため、当庁長官からの請求や公安審査委員会による決
定の件数の増減によって評価をすることは適切でなく、また、その目標を立てることは適さないものであるため。

- - - -

目標値 - - - -

達成度 ％

- -

成果実績 - - -

-

　破防法及び団体規制法に規定する調査等を行い、収集・分析した情報を基に、当該団体に対する規制処分の請求の要否の判断等を行う。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

　破防法及び団体規制法に規定する調査等を実施した結果、当該団体に規制処分の請求の必要性が認められれば、当庁長官から公安審査委員会に対して規制
処分の請求を行うこととなるが、一方で、上記の調査等を実施した結果、必要性が認められない場合もあるため、当庁長官からの請求や公安審査委員会による決
定の件数の増減によって評価をすることは適切でなく、また、その目標を立てることは適さないものであるため。

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み -

- -

-

活動目標 活動指標

-

年度

- -

定量的な成果指標 単位

- -

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

破防法及び団体規制法に規定する調査
等を実施する。

-
活動実績

- 年度

　収集・分析した情報を基に、当該団体
に対する規制処分の請求の要否の判断
等を行う。

-

達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

令和2年度 令和3年度

-

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

-

-

-

-

　当該団体に関する調査等に基づいて収集・分析した情報を用いて、必要に応じ、当該団体に対する規制処分の請求の要否を判断することとなるため。

-

-％

-

目標値 - -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

-

-

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

　アクティビティの内容が長期アウトカムに直接結び付くため。

-

-- -

成果実績



アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

　政府・関係機関及び国民に適時適切に情報提供できているかどうかについては、提供する情報の質や量、時宜性、独自性などから、受け手が総合的に判断する
ことが考えられるが、単にそれぞれの件数の増減や内容の優劣によって、適時適切に情報提供できているとの評価をすることは適切でなく、また、その目標を立て
ることは適さないものであるため。

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

　アクティビティの内容が長期アウトカムに直接結び付くため。

- - - -

目標値 ％ - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績 ％

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

　政府・関係機関及び国民に適時適切に情報提供できているかどうかについては、提供する情報の質や量、時宜性、独自性などから、受け手が総合的に判断する
ことが考えられるが、単にそれぞれの件数の増減や内容の優劣によって、適時適切に情報提供できているとの評価をすることは適切でなく、また、その目標を立て
ることは適さないものであるため。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

　調査等を通じて収集・分析した情報
を、政府・関係機関及び国民に適時適
切に提供する。

-

- - - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

　企業・大学等からの依頼に応じて講演を実施することで、国民に対する情報提供に資すると考えられるため。

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）
-

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

- -

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％

活動内容②
（アクティビティ）

　破防法及び団体規制法に規定する調査等を行い、収集・分析した情報を政府・関係機関及び国民に情報提供する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

企業・大学等からの依頼に対して、講演
を実施する。

企業・大学等からの依頼に対す
る講演実施回数（当初見込みは
過去３か年の平均実施回数）

活動実績 件 7 43 80 - -

当初見込み 件 41 30 23 43 55

-
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

-

-



-

-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

平成26年度 0036

備考

法務省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 0076

平成25年度 0046

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

・活動目標及び活動実績①（アウトプット）について、当初「活動目標：破防法等に基づく規制処分を請求する。活動指標：破防法等に基づく規制処分の請求件数」から、「活動目標：破防法及び団体規制法に規定する調査等を実施する。活動指標：－」に見直した。・成果目標及び成果実績①－１
（短期アウトカム）について、当初「成果目標：当庁の請求に基づき、規制処分が決定される。定量的な成果指標：破防法等に基づく規制処分の処分決定件数」から、両方とも「－」に見直した。・成果目標及び成果実績①－３（長期アウトカム）について、当初「成果目標：公共の安全の確保への寄
与。定量的な成果指標：治安に関するアンケート『日本の治安は良いと思いますか？』に対する『そう思う』『まあそう思う』の回答率」から、「成果目標：収集・分析した情報を基に、当該団体に対する規制処分の請求の要否の判断等を行う。定量的な成果指標：－」に見直した。（備考欄に続く）

事業内容の
一部改善

縮減

0035

平成30年度 0034

平成23年度 0069

・アクティビティ①について、今後も引き続き、当庁の規制処分請求が公安審査委員会において決定されるよう調査等に取り組む。
・アクティビティ②について、今後も引き続き調査等に取り組み、収集・分析した情報を政府・関係機関に情報提供することはもとより、企業・大学等からの講演依頼
等に応えて国民への情報提供の機会を作り、公共の安全に関する啓発を行う。

・成果目標及び成果実績②－１（短期アウトカム）について、当初「成果目標：国民の当庁ＨＰへのアクセスが増加する。定量的な成果指標：当庁ＨＰへの総アクセス件数」から、両方とも「－」に見直した。　　　・成果目標及び成果実績②－３（長期アウトカム）について、当初「成果目標：公共の安全の確保への寄与。定量的な成果指標：治安に関
するアンケート『日本の治安は良いと思いますか？』に対する『そう思う』『まあそう思う』の回答率」から、「成果目標：調査等を通じて収集・分析した情報を、政府・関係機関及び国民に適時適切に提供する。定量的な成果指標：－」に見直した。　　　・旅費の計画・員数・単価の見直しや調査用器材の数量の見直し等を行い、その結果を適切に予
算要求に反映させることにより経費の縮減を図った（▲30百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0034

平成29年度 0034

令和3年度

平成27年度

令和2年度 法務省 0037

0036

令和4年度 2022 法務 21 0036

2021 法務

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0035

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

・アクティビティ①について、当庁からの規制処分請求に対して、公安審査委員会において規
制処分の決定が下されたことから、活動内容は妥当なものであったと言える。
・アクティビティ②について、短期アウトカムが令和３年度実績より下回っているものの、過去
３か年の平均実績である目標値を上回っていることから、活動内容は妥当なものであったと
言える。

各経費について執行実績を踏まえた見直しを行い、経費の削減を図るべきである。
短期アウトカムとして設定された指標が、活動の短期的な効果を表すものとなっていなかったため、活動の目的を意識して短期アウトカムを設定するよう指導した。
また、長期アウトカムについて、効果発現までに極めて多様な事象の影響を受ける複雑なものではなく、より直接的なものを設定できないか検討するよう指導した。

外部有識者の所見

長期アウトカムとして日本の治安について全体的に質問したアンケート項目の結果を設定しているが、治安状況には破壊的団体以外による一般的犯罪が寄与する度合いが圧倒的に多いと想定され、あまり適切ではない。破壊的団体の活動や規制自体に対する
国民の認識や評価を指標とすることを検討するべきではないか。引き続き一者応札の解消に努めることが求められる。



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

公安調査庁
539百万円

・破壊的団体等調査のために必要な物品

の購入及び役務の契約等
・破壊的団体等調査のために必要な予算を
地方に配分

諸謝金の支給

【その他】

旅費の支給

【随意契約（その他）等】【随意契約（公募）等】

A．個人Ａ
ほか

4百万円

Ｂ．株式会社
ＩＡＣＥトラベル

ほか

27百万円

Ｃ. 株式会社Ａ
ほか

256百万円

・破壊的団体等調査
のための翻訳業務に
対する謝金

・破壊的団体等調査のた

めの旅費
・物品の購入及び役務
の契約

本庁から予算配分

D．関東公安調査局
ほか

252百万円

・破壊的団体等調査のために必要

な物品の購入及び役務の契約
・破壊的団体等調査のための旅費

F．株式会社エネット

ほか
172百万円

・物品の購入及び役務

の契約

旅費の支給

【随意契約（公募）等】

E．西鉄旅行株式会社
ほか

80百万円

・破壊的団体等調査の
ための旅費

【一般競争契約（最低価格）等】



　

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

諸謝金 翻訳委託に対する謝金 2 内国旅費 破壊的団体等調査旅費 7

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 2 計 7

通信運搬費 通信回線使用料 15 - - -

備品費 物品購入（調査用器材） 29 予算配分 破壊的団体等調査のために必要な経費 58

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

消耗品費 物品購入（調査用器材） 1 - - -

雑役務費 物品購入（調査用器材） 1 - - -

計 46 計 58

内国旅費 破壊的団体等調査旅費 3 光熱水料 電気料金 16

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 16

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 個人Ａ - 翻訳委託謝金 2 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

4 税務署 - 謝金に対する源泉徴収 0.4 その他 - -

- - -

3 個人Ｃ - 翻訳委託謝金 0.5 その他 -

2 個人Ｂ - 翻訳委託謝金 0.9 その他

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

2 職員Ａ - 破壊的団体等調査旅費 4 その他 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社IACEトラベル 7010001128717 破壊的団体等調査旅費 7
随意契約（公

募）
2 -

- -

5 職員Ｄ - 破壊的団体等調査旅費 0.8 その他 - -

- - -

4 職員Ｃ - 破壊的団体等調査旅費 1 その他 -

3 職員Ｂ - 破壊的団体等調査旅費 2 その他

- - -

8 職員Ｇ - 破壊的団体等調査旅費 0.6 その他 -

7 職員Ｆ - 破壊的団体等調査旅費 0.6 その他

-

6 職員Ｅ - 破壊的団体等調査旅費 0.6 その他 - - -

-

10 職員Ｉ - 破壊的団体等調査旅費 0.6 その他 - - -

- -

9 職員Ｈ - 破壊的団体等調査旅費 0.6 その他 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社Ａ - 物品購入等（調査用器材） 46
随意契約（その

他）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

3 一般財団法人ラヂオプレス 1011105005403 物品購入（書籍） 0.2
随意契約（少

額）
- - -

- -

2 一般財団法人ラヂオプレス 1011105005403 情報配信料 39
随意契約（その

他）
- -

- -

6 東日本電信電話株式会社 8011101028104 通信回線使用料 11
随意契約（その

他）
- -

- - -

5 株式会社Ｃ - 物品購入等（調査用器材） 11
随意契約（その

他）
-

4 株式会社Ｂ - 物品購入等（調査用器材） 25
随意契約（その

他）

1 98.7％ -

9 ゼロワットパワー株式会社 1040001089656 電気料金 9
一般競争契約
（最低価格）

2

8 昭島ガス株式会社 8012801001829 ガス料金 10
一般競争契約
（最低価格）

-

7 JANE'S GROUP UK LIMITED - 情報配信料 10
随意契約（その

他）
- - -

-

11
東京電力パワーグリッド株式
会社

3010001166927 電気料金 6
随意契約（その

他）
- - -

98.4％ -

10 株式会社Ｄ - 通信回線使用料 7
随意契約（その

他）
- -

- - -

2 九州公安調査局 -
破壊的団体等調査のために
必要な経費

46 その他 -

1 関東公安調査局 -
破壊的団体等調査のために
必要な経費

58 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

4 近畿公安調査局 -
破壊的団体等調査のために
必要な経費

28 その他 - - -

- -

3 北海道公安調査局 -
破壊的団体等調査のために
必要な経費

29 その他 - -

- -

7 中国公安調査局 -
破壊的団体等調査のために
必要な経費

23 その他 - -

- - -

6 中部公安調査局 -
破壊的団体等調査のために
必要な経費

24 その他 -

5 東北公安調査局 -
破壊的団体等調査のために
必要な経費

25 その他

-

8 四国公安調査局 -
破壊的団体等調査のために
必要な経費

19 その他 - - -



E

F

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

2 - -

3 職員Ｊ - 破壊的団体等調査旅費 1 その他 -

2 株式会社IACEトラベル 7010001128717 破壊的団体等調査旅費 2
随意契約（公

募）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 西鉄旅行株式会社 2290001009530 破壊的団体等調査旅費 3
随意契約（公

募）
- - -

-

5 職員Ｌ - 破壊的団体等調査旅費 1 その他 - - -

- -

4 職員Ｋ - 破壊的団体等調査旅費 1 その他 - -

- -

8 株式会社日本旅行 1010401023408 破壊的団体等調査旅費 1
随意契約（公

募）
- -

- - -

7 職員Ｎ - 破壊的団体等調査旅費 1 その他 -

6 職員Ｍ - 破壊的団体等調査旅費 1 その他

- - -10 職員Ｐ - 破壊的団体等調査旅費 0.8 その他

-

9 職員Ｏ - 破壊的団体等調査旅費 0.9 その他 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社エネット 9010401041641 電気料金 16
一般競争契約
（最低価格）

2 90.5％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- - -

4 北海道電力株式会社 4430001022351 電気料金 5
一般競争契約
（最低価格）

1

3 株式会社ジェーシービー 8010401050511 水道料金 0.1
随意契約（公

募）

-

2 株式会社ジェーシービー 8010401050511 高速道路使用料 7
随意契約（その

他）
- - -

-

6
コニカミノルタジャパン株式会
社

9013401005070 複写機保守料 4
随意契約（その

他）
- - -

77.4％ -

5 北海道電力株式会社 4430001022351 電気料金 0.1
随意契約（その

他）
- -

98.7％ -

9 関西電力株式会社 3120001059632 電気料金 0.4
随意契約（少

額）
- -

6 48.1％ -

8 関西電力株式会社 3120001059632 電気料金 4
一般競争契約
（最低価格）

1

7
コニカミノルタジャパン株式会
社

9013401005070 物品購入（複写機） 0.9
一般競争契約
（最低価格）

1 57.4％ -

12 九州電力株式会社 4290001007004 ガス料金 0.3
一般競争契約
（最低価格）

2

11 九州電力株式会社 4290001007004 電気料金 0.4
一般競争契約
（最低価格）

-

10 九州電力株式会社 4290001007004 電気料金 3
一般競争契約
（最低価格）

1 68.1％ -

-

14 トヨタファイナンス株式会社 8010601027383 高速道路使用料 4
随意契約（公

募）
- - -

83.2％ -

13 九州電力株式会社 4290001007004 電気料金 0.2
一般競争契約
（最低価格）

2 76.4％

98.1％ -

17
中部電力パワーグリッド株式
会社

1180001135974 電気料金 4
随意契約（その

他）
- -

2 99.1％ -

16 株式会社サントーコー 2020001035660 物品購入（ガソリン） 0.8
一般競争契約
（最低価格）

2

15 株式会社サントーコー 2020001035660 物品購入（ガソリン） 3
一般競争契約
（最低価格）

-

18 丸紅新電力株式会社 9010001137740 電気料金 4
随意契約（不

落・不調）
- - -


